




























































ような理論的な裏付けがないこと (Morgenstern and Pizer，2007) や制度の多様


















1) 本段落の記述に関しては，杉山・若林 (2013) の補論を参照した。
を諸外国に移転し，地球環境保全に寄与する活動に取り組んでいる。日本
全体でも民間設備投資全体に占める公害防止投資の割合は，1960 年代に
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と，2002 年度には早くもエネルギー原単位が 1990 年度比で 90％となり，
目標が達成された。そこで化学産業では，エネルギー原単位を 1990 年度
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して，自然体ケース (BAU) の CO2 排出量から 150万トン分の排出量削減








め，2005 年のエネルギー効率がそのまま維持された場合の CO2 排出量
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図 2 c-LCA (carbon-Life Cycle Analysis) の概念
出所：日本化学工業協会 (2013)
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化を図ったボーイング 787（2011 年 11月就航）では，現行ボーイング 767
と比べて燃費が 20％改善された3)。現行のボーイング 767の炭素繊維使用
比率は 3％に過ぎず，仮に 767にも 787と同程度の比率で炭素繊維を使用
すれば，機体構造は 60 トンから 48 トンへ軽量化することが可能となる。
この結果，従来はジェット燃料 1klあたり 103㎞しか飛行できなかったも
のが，110㎞飛行可能となる。使用年数を 10 年と考え，さらに 500マイル
の区間（日本では東京・札幌間に相当）を年間 2,000便飛行させた場合，航




























2) 炭素からなる繊維であり，ポリアクリロニトリル (PAN) 繊維あるいはピッチ
繊維といった有機繊維を不活性雰囲気中で蒸し焼きにし，炭素以外の元素を
脱離させて製造する。その特徴は軽さと強度にある。炭素繊維は比重が 1.8
前後と鉄の 7.8に比べて約 1/4，アルミの 2.7あるいはガラス繊維の 2.5と比
べても有意に軽い材料である。その上に強度および弾性率に優れ，引張強度
を比重で割った比強度が鉄の約 10倍，引張弾性率を比重で割った比弾性率が
鉄の約 7 倍となっている（東レ「炭素繊維とは」http: //www. torayca.
com/aboutus/abo_001.htmlを参照）。
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らすことができる。結果として 17,257万トンの CO2 が削減できるのであ
る。このように RO膜を使った海水の淡水化，インバーターエアコン，自
動車および航空機への炭素繊維の使用の 4 種類のみでも 3.9 億トンの
CO2 排出量削減が見込まれている。
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